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証券コード 5820
（発送日）2025年６月４日

（電子提供措置の開始日）2025年５月30日
株 主 各 位

大 阪 市 中 央 区 本 町 一 丁 目 ４ 番 ８ 号

代表取締役社長 青 木 邦 博

【当社ウェブサイト】
https://www.kk-mitsuboshi.co.jp
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「ＩＲニュー
ス」「ＩＲ資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

第80期定時株主総会招集ご通知
拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第80期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供

措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサ
イトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くだ
さいますようお願い申しあげます。

上記当社ウェブサイトのほか、以下の各ウェブサイトでもご確認いただけます。

【株主総会資料 掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/5820/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスしていただき、「銘柄名（会社名）」に「三ッ星」または「コ
ード」に当社証券コード「5820」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択
して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）によって
議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の
うえ、2025年６月23日（月曜日）午後５時15分までに議決権を行使してください
ますようお願い申しあげます。
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１．日 時 2025年６月24日（火曜日）午前１0時
２．場 所 大阪市中央区本町橋２番31号

シティプラザ大阪 ４階 「ＫＡＩ－海－」
(末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 １．第80期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第80期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
代理人が株主総会にご出席される場合、定款第15条の規定に基づき、代理人は議決権を有す
る他の株主様１名とさせていただきます。なお、その際は、代理権を証明する書面のご提出が
必要となりますので、ご了承ください。

［インターネットによる議決権行使の場合］
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、本

招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」および「パス
ワード」をご利用の上、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否を前記の行使期限までにご入力
ください。

インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行使のご
案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、前記の行使期限までに到着するようご返

送ください。
敬 具

記

以 上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受
付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、そ
の旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した
書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づ
き、お送りする書面には記載しておりません。
①事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要」
②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、監査等委
員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部で
あります。

◎株主総会会場にご来場いただいた株主様へのお礼の品（お土産）の配布はございませんので、
何卒ご理解くださいますようお願いいたします。
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（2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで）
事  業  報  告

１．企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する中で、各種政策の効果も

あり穏やかな回復が続くことが期待されました。一方で欧米における高い金利水準の継続に伴
う影響や中国における不動産の停滞継続などで景気の不透明感が一層増した状況で推移いたし
ました。

当社グループに関連する事業環境におきましては、設備投資においては持ち直しの動きがみ
られ、公共投資は底堅く推移し、電線事業は好調に推移しております。しかし、ポリマテック
事業と電熱線事業におきましては、依然として厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当社グループにおきましては、ＥＳＧ（環境（Environment）、社
会（Social）、ガバナンス（Governance））を経営方針の中核に据え、４Ｓ（新）運動（新
分野開拓・新製品創出・新顧客増強・新グローバル戦略推進）を推進し中長期的、持続的な成
長を目指しております。環境面では、脱炭素社会実現のための再生可能エネルギー活用、風水
害や地震の防災・災害復旧工事などを、社会面では少子高齢化問題解決に資する自動化・ロボ
ット化や老朽化した設備のメンテナンス対応などを、ガバナンス面では経営の透明性やリスク
管理の徹底などを重視した経営を行い、今後成長が見込まれる新たな分野開拓を行ってきまし
た。また、原材料・サプライチェーンの見直しによるコストダウン、工場の生産性向上、品質
の維持による生産力強化にも取り組んでおります。

利益面におきましては、電線事業が好調に推移したもののポリマテック事業、電熱線事業の
利益減少の影響が大きく、予算比で営業利益と経常利益は減益となりました。親会社株主に帰
属する当期純利益に関しては投資有価証券の売却益により増益となりました。

その結果、当連結会計年度における売上高は10,876百万円（前年同期比5.3％増）、営業利
益は118百万円（前年同期比96.1％増）、経常利益は106百万円（前年同期比3.7％減）、親
会社株主に帰属する当期純利益は168百万円（前年同期比36.1％増）となりました。
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事業別の業績は、次のとおりであります。
[電線事業]

電線事業の主要な市場である建設・電販は首都圏や地方各都市の再開発、データセンター、
半導体工場建設需要などの大型案件を中心に需要は引き続き堅調に推移していますが、建設工
事のコスト上昇、労働者不足、中小工事案件の工期の順延などの問題に対しては継続して直面
している状況でありました。

このような状況下で、懸念されていた新たなケーブルの供給不足情報もなく、実需的な動き
も低調で厳しい環境の中、新規顧客および案件獲得などの強化を図ってまいりましたが、その
結果、販売銅量では前年同期比ゴム電線・プラスチック電線ともに減少いたしました。

国内銅価格は前年同期より高値の1,478千円／トン（期平均）で推移し、電線事業の売上高
は7,704百万円（前年同期比 2.2%増）となりました。

利益面におきましては、価格指標の国内銅価は引き続き乱高下しており銅価差損の発生、フ
ィリピン子会社のMitsuboshi  Philippines Corporation からの仕入による為替の影響などが
ありましたが、物価高騰による人件費、2024年問題に絡む物流費などのあらゆるコスト上昇
に伴う価格改定の浸透、高付加価値製品の販売強化、継続的な経費削減、生産性向上、材料関
係のコストダウンなどに取り組んだ結果、営業利益は272百万円（前年同期比93.9%増） と
なりました。

[ポリマテック事業]
ポリマテック事業に関連性のある新設住宅着工戸数は15年ぶりに80万戸割れとなり、前期

好調だった先進的窓リノベ事業向け製品の受注も大きく減少いたしました。高機能チューブは
前年比104％と回復いたしました。LED関連商品におきましても、1年半の認知活動の成果が
出てきており国土交通省のホームページに商品が紹介されるなど、来期中の大口入札案件が出
てまいりました。海外販売においては2024年の香港ライティングフェアにて米国、台湾、フ
ィリピンの顧客より案件相談がありフィリピンにおいては道路灯への参入を果たしました。ま
た、フィリピン子会社のMitsuboshi Philippines Corporationにおいては、現地における販
売が徐々に伸びており、結果売上高は2,334百万円（前年同期比 20.6%増）となりました。

原材料、副資材および運送費用などのコストアップに対しましては販売価格への価格転嫁を
進め、生産合理化によるコストダウン、経費削減を実施し下半期の利益率は5.7ポイント改善
いたしましたが、自社工場の生産数量の減少を補うには至らず営業損失は154百万円（前年同
期は営業損失は81百万円）となりました。
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⑷ 対処すべき課題
今後の見通しにおきましては、雇用・所得環境の改善など、各種政策の効果もあって、緩や

かな回復が続くことが期待されます。しかし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先
行き懸念による海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなります。また、物価
上昇、中東地域をめぐる情勢、米国大統領の関税政策による貿易摩擦や金融資本市場の変動の
影響など先行き不透明な状況で推移するものと思われます。
こうした中、当社グループでは、2026年３月期を最終年度とする中期経営計画遂行に向け

て、持続可能な成長トレンドを目指してまいります。

［電線事業］
電線事業におきましては、2025年度はコロナ収束後の国内民間設備投資回復は、より鮮明に

なってきております。
我々が関連する業界団体の受注額・需要量の見通しが前年より増加する予測となっており、

環境は改善傾向と思われます。一方、人手不足による工期遅れ、昨年に続き賃金、物価、配送
費の上昇などの課題があること、更に米国大統領の関税政策を受け世界経済の動揺もあり、不
透明感が拭えない状況です。
このように足元におきましては予断を許さない状況が続くと予想されますが、基盤固めと新

たな取り組みにより販路・販売品種拡大を図ることで売上高を伸ばす活動をしてまいります。
そして、銅価はもちろん原材料価格などや物流コストの高騰をはじめとする物価上昇に対応し
た価格転嫁をおこなってまいります。
工場においては仕入材料のコストダウンおよび生産性向上により製造原価の低減を図り、製

販一体となって利益額の確保を目指します。
今後も営業・工場・技術の各部門連携を強化し製品開発・新分野開拓を行い、社会に貢献で

きる物作りに取り組んでまいります。
［ポリマテック事業］

資材高騰の影響や米国大統領の関税政策により購買マインドがさらに悪化する懸念があり、
新設住宅着工の状況は低調に推移すると予測されますが、非住宅分野を中心に新規案件におい
ては積極的なアプローチにより引き続き受注件数は増加しており、2025年度の販売開始に向け
金型製作・試作・量産準備をしております。
原材料などの価格改定に対しましては、適正価格での販売と安定供給に努めてまいります。
また、高機能チューブに使用しておりますフッ素樹脂材料の2025年での生産打ち切りへの対

応に関しましては、代替材料にて製品開発・安定供給体制を確立し、各ユーザー様での新規機
種への採用評価も実施頂いております。
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LED商品関連においては、2030年度までに道路照明のLED化を100％という目標を国が掲げ
ている中で、2024年末時点でも50％未満に留まっていることから道路のLED化が急務となっ
ており、各国道や市道からのLED化案件が急速に増えています。これを少しでも取り込めるよ
うに引き続き拡販活動に努めます。

［電熱線事業］
世界景気は米国による経済政策に左右される展開となっており、先行きの不透明感も増大し

ています。政策を巡る不確実性の拡大がグローバルな設備投資の手控えを招き、世界景気を押
し下げる可能性があり、注意が必要です。
当事業に関連する経営環境については、米中貿易摩擦や中国国内の需要減少の影響で行き場

を失った中国製品の動向次第では大きな影響を受ける可能性があります。
主要な市場である抵抗器などの電子部品は、車載や産業機器向けでの在庫調整が続いてお

り、加えてバッテリーEVが欧米を中心として利便性の観点などから需要が減少する傾向にある
ことで引き続き軟調に推移する可能性があります。
ヒーター用途も産業機器向けでの在庫調整が続いており、引き続き軟調に推移する可能性が

あります。
しかし、在庫調整収束後には電動化の進展や工場自動化投資の回復などを背景に、拡大に転

じることが見込まれ、長期的な観点では総じて市場規模は拡大傾向で推移する見込みです。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご指導とご支援を賜りますようお願い申しあ

げます。
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② 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役上村多恵子氏および各監査等委員である取締役との間で、会社法第427条第１項
および定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とし
ております。

③ 補償契約の内容の概要等
当社は、取締役青木邦博氏、唐澤利武氏、羽生忍氏および上村多恵子氏ならびに監査等委員である取
締役渡邉雅之氏、加藤正憲氏、および吉永久三氏との間で、会社法第430条の２第１項に規定する補
償契約を締結しており、同項第１号の費用および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当
社が補償することとしております。また、職務執行に関して悪意または重大な過失があったことに起
因する場合には補償を行わないとすることで会社役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにす
るための措置を講じております。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており
ます。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の会社法上の役員等および執行役員であり、被保険者は
保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者がその職務の執行に責任を負うことまた
は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補償
することとしております。ただし被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、悪
意または重大な過失があったことに起因する場合には填補の対象としないこととしております。

⑤ 取締役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除
き、以下「対象取締役」という。「イ」内において同じ。）の個人別の報酬等の内容に係る決定
方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指
名･報酬諮問委員会へ諮問し、答申を受けております。

また、取締役会は、当事業年度に係る対象取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の
決定方法および決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名･報酬諮問
委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断
しております。

対象取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。
ａ．基本方針

当社は、優れた経営人材を確保し、適切な処遇を行うために世間水準および経営内容、従業員
給与等のバランスを考慮して決定することを基本方針としております。また対象取締役の報酬
は、当社の持続的な企業価値の向上に向けて、中期経営計画の実現および短期業績の達成へのイ
ンセンティブを与えるとともに、株主と対象取締役との利益共有を図れるものとしております。

当社の対象取締役の報酬は、毎月、固定報酬として支給する基本報酬（金銭報酬）と毎年一定
の時期に支給する業績連動報酬等（金銭報酬）および非金銭報酬として支給する株式報酬（譲渡
制限付株式報酬）により構成されております。

－ 18 －
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なお、監査等委員である取締役の報酬は、業務執行とは完全に独立した立場でその役割と責任
を果たすことを期待されていることから、業績に連動しない基本報酬のみとしております。

ｂ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
基本報酬は、想定するビジネスおよび人材の競業他社に対して遜色ない水準を目標としており

ます。定期的に民間調査会社による役員報酬サーベイの実施データに基づいて国内同等企業水準
の確認を行うと同時に、従業員給与等の水準（対象取締役との格差、世間水準との乖離等）にも
留意し、役職、職責に応じて調整･決定しております。

ｃ．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針
(ⅰ) 業績連動報酬等は、会社業績と個人の目標達成に応じて対象取締役相互間で評価し決定する

仕組みとしております。業績連動報酬等に係る指標は、事業年度毎の業績向上に対する意識
を高めるため、連結自己資本利益率（ＲＯＥ）、連結売上高経常利益率、EBITDA（税引前
利益＋特別損益＋支払利息＋減価償却費）、連結経常利益、連結当期純利益を重要業績評価
指標(KPI)としております。当該指標を選択した理由は、業績を達成することへの責任をより
明確にし、中期経営計画の達成および企業価値向上への貢献意欲を高めるためであります。

(ⅱ) 株式報酬につきましては、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えると
ともに、株主との価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を採用して
おります。

本制度により対象取締役に対して発行または処分される当社の普通株式の総数は年12千株以内
としております。その１株当たりの払込金額は、各取締役会決議の日の前営業日の終値を基礎と
して、対象取締役に特に有利とならない範囲において取締役会において決定しております。ま
た、これによる当社の普通株式の発行または処分に当たっては、当社と対象取締役との間で譲渡
制限株式割当契約を締結しております。

譲渡制限満了日は、対象取締役の退任または退職する日であります。ただし、対象取締役が期
間満了する前に、正当な理由により退任または退職した場合または死亡により退任または退職等
した場合、譲渡制限を解除する本株式の数および譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理
的に調整するものとしております。

ｄ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の対象取締役の個人別の報酬等の
額に対する割合の決定に関する方針
業績連動報酬等における支給基準につきましては、達成率に応じて支給することとしており、

基本報酬の０％～25％相当を毎期支給することとしております。
株式報酬については、基本報酬の０％～60％相当を毎期支給することとしております。

ｅ．対象取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
当社の対象取締役の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する基本方針は、指名･報酬諮

問委員会にて審議のうえ、取締役会において決定することとしており、その権限の内容および裁
量の範囲は、株主総会が決定した報酬総額の限度内で役位毎の支給水準と業績連動報酬割合に応
じたものとしております。

－ 19 －
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(5) 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様への利益還元の充実を経営の優先課題の一つとして位置づけており、利

益配分に関しましては、安定的な利益配当を実施することを基本方針とし、連結業績を考慮し
ながら、株主の皆様への利益還元を図ってまいります。

内部留保金につきましては、会社の競争力強化を目的に、積極的な設備投資や研究開発投資
等を行うとともに、内部留保の充実に努めることにより、長期的に安定した経営基盤の強化を
図ってまいります。

また、財務体質の強化を図ることにより、長期的な企業価値の向上に努めてまいります。

１．本事業報告に記載されている金額については、表示単位未満の端数は切り捨てて表示してお
ります。

２．本事業報告に記載されている金額には、消費税等は含まれておりません。

－ 24 －
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

当社は、株主の皆様への利益還元の充実を経営の優先課題の一つとして位置
づけており、利益配分に関しましては、安定的な利益配当を実施することを基
本方針としております。
上記の方針および当期の連結業績ならびに今後の事業展開などを考慮し、当

期の期末配当は１株につき17円とさせていただきたいと存じます。

期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

金銭といたします。
(2) 配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金17円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、58,520,018円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月25日といたしたいと存じます。

－ 35 －












